
令和 元 年度 総合計画実施計画表
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～

事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

交通安全啓発事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 交通安全啓発事業 事業No. 
事業担当課 生活環境部　くらしの安全課 所属長 髙見　卓之 担当者

①交通安全対策

会計区分 一般

髙槻　淳一 平田　智子

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 道路利用者

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

道路利用者が交通安全教室への参加や四季の交通安全運動を通じて、交通安全に対する理解を深
め、道路を安全・安心・快適に利用できる。

根拠法令・個別計画等 交通安全対策基本法、道路交通法、丹波市交通安全対策会議条例、丹波市交通指導員設置条例、丹波市交通安全計画

事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐３【交通安全・防犯】交通事故や犯罪を防止する地域をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・丹波市交通安全計画の作成及び実施
・四季の交通安全運動期間内における「高齢者と子どもの交通事故防止」を最重点課題とした取組み
・小中学生を対象とした交通指導員による交通安全教室の実施
・交通安全施設（道路反射鏡）の新設及び更新
・高齢運転者（65歳以上）を対象とした運転免許証の自主返納支援
・交通安全施設の設置要望のとりまとめ及び関係機関への上申

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
・交通安全教室（模
擬交通事故再現に
よる）
・道路反射鏡の新
設・更新
・高齢者運転免許
自主返納事業

・交通安全教室（模
擬交通事故再現に
よる）
・道路反射鏡の新
設・更新
・高齢者運転免許
自主返納事業

交通安全教室（模
擬交通事故再現に
よる）
・道路反射鏡の新
設・更新
・高齢者運転免許
自主返納事業

交通安全教室（模
擬交通事故再現に
よる）
・道路反射鏡の新
設・更新
・高齢者運転免許
自主返納事業

交通安全教室（模
擬交通事故再現に
よる）
・道路反射鏡の新
設・更新
・高齢者運転免許
自主返納事業

令和元年度事業
及び積算内容

・高齢者運転免許自主返納事業＠10千円×330人＝3,300千円（商品券）
・交通安全教室業務委託905千円
・道路反射鏡設置工事（新設・更新）10,172千円
 

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 32,691 34,404 26,211 21,524 21,673

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 39,651 41,364 33,483 32,168 29,713

人件費C=B×7,500千円 6,960 6,960 6,612 10,184 7,800

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.87 0.87 0.87 1.34 1.04

人件費E=D×2,000千円 0 0 660 460 240

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.33 0.23 0.12

国・県支出金 0 0 0 0 0
特定財源 3,522 4,171 4,171 4,680 4,680

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 36,129 37,193 29,312 27,488 25,033
その他特財 3,522 4,171 4,171 4,301 4,680

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 高齢者人身事故発生件数 人 丹波警察署交通課確認
60 60 60 60 60
50 79 54 65

11,000 11,000 11,000
11,171 9,182 10,571 10,639

成果 交通安全運動参加者数 人
四季の交通安全運動への参加
者数

11,000 11,000

250 250 250
209 240 325 320

成果
高齢者運転免許自主返納
者数

人
高齢者（65歳以上）の運転免
許証自主返納者数

180 240

8,000 8,000 8,000
7,372 7,327 7,803 7,170

成果 交通安全教室参加者数 人
小中学校、高齢者、企業等における
交通安全教室の参加者数

8,000 8,000
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事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

消費者行政推進事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 消費者行政推進事業 事業No. 
事業担当課 生活環境部　くらしの安全課 所属長 髙見　卓之 担当者

③消費者犯罪の防止

会計区分 一般

髙槻　淳一

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 市民

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

消費者の利益の擁護及び増進に関する対策の総合的推進が図られ、市民の消費生活が安定かつ向
上している。

根拠法令・個別計画等 消費者基本法、丹波市消費者協議会補助金交付要綱
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐３【交通安全・防犯】交通事故や犯罪を防止する地域をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・消費生活相談の実施
・消費生活出前講座の実施
・丹波市消費者協議会活動補助
・消費者関連情報の提供

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
消費生活相談の実
施
消費生活出前講座
の実施
丹波市消費者協議
会活動補助
消費者関連情報の
提供

消費生活相談の実
施
消費生活出前講座
の実施
丹波市消費者協議
会活動補助
消費者関連情報の
提供

消費生活相談の実
施
消費生活出前講座
の実施
丹波市消費者協議
会活動補助
消費者関連情報の
提供

消費生活相談の実
施
消費生活出前講座
の実施
丹波市消費者協議
会活動補助
消費者関連情報の
提供

消費生活相談の実
施
消費生活出前講座
の実施
丹波市消費者協議
会活動補助
消費者関連情報の
提供

令和元年度事業
及び積算内容

丹波市消費者協議会補助金 700千円
消耗品費　384千円
燃料費95千円、修繕料54千円、報償費11千円、旅費26千円ほか

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 1,721 1,566 1,559 1,583 1,306

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 5,481 5,326 5,211 4,951 6,056

人件費C=B×7,500千円 1,760 1,760 1,672 1,368 750

職員従事者数（人・年）Ｂ 0.22 0.22 0.22 0.18 0.10

人件費E=D×2,000千円 2,000 2,000 1,980 2,000 4,000

非常勤職員従事者数（人・年）D 1.00 1.00 0.99 1.00 2.00

国・県支出金 0 608 608 2,050 740
特定財源 0 608 608 2,050 700

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 5,481 4,718 4,603 2,901 5,356
その他特財 0 0 0 0 0

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 消費生活相談件数 件
丹波市消費生活センター受
付件数

150 150 150 250 250
135 162 145 401

10 15 15
7 3 4 6

成果 多重債務相談件数 件
丹波市消費生活センター受
付件数

10 10

15 15 15
5 3 2 3

活動 消費生活出前講座 件
丹波市消費生活相談員によ
る出前講座実施件数

10 15
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事業区分

実施計画区分 該当 予算
小事業

名

防犯推進事業
新規・継続・臨時区分 継続

１．基本情報
事務事業名 地域安全事業 事業No. 
事業担当課 生活環境部　くらしの安全課 所属長 髙見　卓之 担当者

②地域による防犯活動の確立

生活安全対策事業

会計区分 一般 犯罪被害者支援事業

髙槻　淳一 平田　智子

年度

２．事業の概要

対象（誰を、何を） 市民

実施目的
ベストな状態（期待される効果）

市民が生活安全対策に対する意識を高め、自主的な安全活動から犯罪のない環境を作り出してい
る。

根拠法令・個別計画等 市生活安全条例、市防犯灯設置及び取扱に関する要綱、丹波防犯協会活動補助金交付要綱
事業期間 開始年度 16 年度 終了年度 無期

総合計画の位置づけ

まちづくり目標
【３】あいさつでつなぐ安心して暮らせるまち

施策目標
３‐３【交通安全・防犯】交通事故や犯罪を防止する地域をつくろう

施策の展開

事業の概要
（具体的手段・全体計画）

・犯罪の発生しにくい地域環境を形成し、夜間の市民等の安全を確保するため、防犯灯を設置する。
・防犯の先導的役割を担う防犯協会へ活動の助成を行う。
・暴力団排除活動への助成を行う。
・犯罪や事故等を未然に防止するため、丹波市地域安全推進協議会を開催する。
・自主防犯活動を補完するため、自治会等による防犯カメラの設置費用の一部を補助する。

各年度の事業概略

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
LED防犯灯取替事
業補助
暴力団対策補助金
防犯協会活動助成
金

防犯灯ＬＥＤ取替工
事
防犯灯新設工事
防犯協会活動補助
金
暴力団対策補助金
地域安全推進協議
会の開催

防犯灯新設工事
防犯協会活動補助
金
暴力団対策補助金
地域安全推進協議
会の開催

防犯灯新設工事
防犯協会活動補助
金
暴力団対策補助金
地域安全推進協議
会の開催

防犯灯新設工事
防犯協会活動補助
金
暴力団対策補助金
地域安全推進協議
会の開催

令和元年度事業
及び積算内容

防犯灯新設工事（自治会等要望）　8,250千円
防犯カメラ設置費補助金　3,000千円
丹波防犯協会活動助成金　3,894千円
暴力団対策補助金　5,000千円

コスト（千円） 予算額 予算額 予算額 予算額

直接事業費Ａ 49,007 38,415 26,014 23,491 22,218

予算額

総事業費Ａ＋Ｃ＋E 57,647 44,015 33,002 26,127 27,978

人件費C=B×7,500千円 8,640 5,600 6,308 2,356 5,400

職員従事者数（人・年）Ｂ 1.08 0.70 0.83 0.31 0.72

人件費E=D×2,000千円 0 0 680 280 360

非常勤職員従事者数（人・年）D 0.00 0.00 0.34 0.14 0.18

国・県支出金 0 0 0 0 0
特定財源 30,023 5,023 15,064 5,020 5,020

受益者負担金 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

一般財源 27,624 38,992 17,938 21,107 22,958
その他特財 30,023 5,023 15,064 5,020 5,020

３．指標等の進捗管理

目
標
達
成
状
況

指標名 単位 説明・算定式
H27目標 H28目標 H29目標 H30目標 Ｒ1目標
H27実績 H28実績 H29実績 H30実績 Ｒ1実績

成果 市内刑法犯認知件数 件 兵庫県警本部HP（暦年）
450 400 400 400 400
399 390 322 235

200 200 200
176 227 170 126

成果 防犯灯整備件数 基 防犯灯整備件数
200 200

10 10 10
2 6 11 10

成果 市内防犯カメラ設置基数 基 市内防犯カメラ設置基数
3 5


